
Ⅰ－２

Ⅰ－２ 決算額 千円 構成比％ 構成比％ 決算額 千円 構成比％ 一般財源千円 経常一般財源千円

4,267,414 21.3 42.4 3,131,666 16.4 2,968,110 2,712,825

207,847 1.0 2.1 1,643,650 8.6 1,555,202 1,536,457

第3次 875 0.0 0.0 3,029,313 15.9 1,178,499 751,721

人 9,293 13,332 0.1 0.1 1,242,848 6.5 1,223,491 1,223,491

人 60.9 15,422 0.1 0.2 1,208,336 6.3 1,189,683 1,189,683

9,868 811,083 4.1 8.4 34,512 0.2 33,808 33,808

59.4 8,783 0.0 0.1 - - - -

人 2,147 0.0 0.0 7,403,827 38.8 5,370,100 4,688,037

人 21,996 0.1 0.2 2,729,152 14.3 2,150,612 1,825,886

76,799 0.4 0.8 217,619 1.1 180,476 173,221

1 25,665 0.1 0.3 2,373,153 12.4 2,185,272 1,178,644

2 5,003,599 25.0 44.8 658,094 3.4 658,094 658,094

3 普 通 4,360,347 21.8 44.8 1,715,059 9.0 1,527,178 520,550

4 特 別 598,112 3.0 - 213,718 1.1 139,857 -

5 震災復興特別 45,140 0.2 - 1,860,316 9.8 1,438,016 -

6 10,454,962 52.2 99.4 1,546,404 8.1 1,263,171 1,194,654

7 2,827 0.0 0.0 - - - -

8 13,111 0.1 - 2,744,134 14.4 664,464 -

9 209,174 1.0 0.3 91,806 0.5 91,806 -

10 19,694 0.1 - 1,632,484 8.6 396,596 -

3,031,236 15.1 - 補 助 1,038,155 5.5 45,956 -

921,875 4.6 - 単 独 588,414 3.1 350,520 -

42,868 0.2 0.1 県 営 5,915 0.0 120 -

536,519 2.7 - その他 0 0.0 0 -

2,343,582 11.7 - 1,111,650 5.8 267,868 -

377,263 1.9 - 19,088,323 100.0 13,391,968 9,060,442

717,642 3.6 0.2 健全化判断比率

貸付金収入 274,109 1.4 - 決算額 千円 構成比％ 一般財源千円 実質赤字比率

そ の 他 443,533 2.2 0.2 155,302 0.8 155,302 -       ※

1,350,715 6.8 - 2,713,939 14.2 2,542,515 連結実質赤字比率

26,715 0.1 - 5,571,911 29.2 3,343,726 -       ※

有 20,021,468 100.0 100.0 3,280,838 17.2 3,073,421 実質公債費比率

有 1,017 0.0 1,017 3.7%

有 決算額 千円 構成比％ 増減率％ 364,551 1.9 293,284 将来負担比率

- 1,583,639 37.1 △ 2.5 628,195 3.3 316,016 -       ※

- 個 人 分 1,310,785 30.7 △ 0.6 1,963,134 10.3 492,596 ※「-」は赤字また

- 法 人 分 272,854 6.4 △ 10.9 530,867 2.8 504,689 は将来負担なし

2,157,830 50.6 0.8 1,524,071 8.0 1,178,043

126,011 3.0 1.0 1,111,650 5.8 267,868

252,090 5.9 △ 0.4 1,242,848 6.5 1,223,491

合 計 0 0.0 - 0 0.0 0

95.3 147,844 3.4 2.0 19,088,323 100.0 13,391,968

94.4 入 湯 税 5,331 0.1 △ 3.0

94.8 都市計画税 142,513 3.3 2.2

4,267,414 100.0 △ 0.5 93.1%

区 分

R2
国調

Ｈ27
国調

2,147指数等 指定団体等の状況 自動車取得税交付金 小 計

物 件 費

維 持 補 修 費

R5･3･31 31,746

R6･3･31 30,914

歳 出 総 額 ② 19,088,323

35,272

増 加 率 △ 7.13
人口密度 (参考）国調人口

住 基 台 帳

R2年 H22年   37,422人

歳 入 総 額 ① 20,021,468 19,835,110

19,258,047

114人 H17年   39,492人

区 分 令和5年度 令和4年度

令　和　５　年　度 コード番号

決　  算　  状 　況
市 町 村 類 型

R5 年 度 交 付 税 種 地 区 分

地 方 税
人 口 面 積 人口集中地区人口 産業構造就業人口及び割合(人・％）

市 名

042064

白石市

歳 入 性 質 別 歳 出

区　　分 経常一般財源千円 区　　分

4,124,901

33.7 株式等譲渡所得割交付金 15,422

6.7 33.9 ゴルフ場利用税交付金

人 件 費

地 方 譲 与 税 207,847 うち職員給

扶 助 費

公 債 費

元 金 償 還

一 借 利 子

内
訳

利 子 償 還

国 調
     k㎡
286.48

R2年　  12,004人
H27年　12,478人

区 分

H27年

利 子 割 交 付 金 875

830 5,147 配 当 割 交 付 金 13,332

第1次 第2次

R2年 32,758 就
業
人
口

811,083

8,783

5.4

1,111 5,631 地方消費税交付金

基準財政需要額 8,650,856 低 開 発 自動車税環境性能割交付金 21,996

地方特例交付金 25,665

76,7994,290,509 広 域 法人事業税交付金

9,811,674 一部事務組合加入状況

基準財政収入額

標準財政規模

0.491 退職手当支給事務

5.4 自治振興センター

補 助 費 等

4,360,347

積 立 金

内
訳

一部事務組合4,360,347

以 外 の も の

-

地 方 交 付 税財 政 力 指 数

396,843 179,030 公 債 費 比 率

-

繰 出 金単 年 度 収 支 ⑥ 138,269 △ 236,028 起債制限比率 4.4

投資及び出資金貸付金実 質 収 支 ③ - ④ ⑤

し 尿 処 理

536,302 398,033 実質公債費比率 3.7 ご み 処 理 関 係

内
訳

歳 入 歳 出 差 引 額 ① - ② ③ 933,145 577,063 実質収支比率
翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 ④

5.5 広 域 市 町 村

2,686,974 常 備 消 防

積 立 金 取 崩 し 額 ⑨ 892,000 500,000 　　うち減債基金 1,250,046 消 防 災 害 補 償

前年度繰上充用金積 立 金 ⑦ 122,190 3,536 積立金現在高 7,901,738 火 葬 場

投 資 的 経 費繰 上 償 還 金 ⑧ 0 0 　　うち財調基金

実質単年度収支⑥ +⑦ +⑧ -⑨ △ 631,541 △ 732,492 地方債現在高 10,858,996 視聴覚教材センター

後期高齢者広域連合10,059,238

区 分 職員数 令和6年4月分給料支給総額千円 一人当り支給月額　円

297 特 別 職 等294,70087,526
　うち技能労務職 15 4,037 269,133

一　　般　　職　　員　　等(令和6年4月1日現在) 債務負担行為額

一人当平均支給月額　円

一 般 職 員

-

455,000

-

-

教育公務員 9 949,000

繰 越 金 合 計消 防 職 員 - 副 市 長 H28.11.1 762,000-

2,703

臨 時 職 員 - 教 育 長 H28.11.1-

合 計 306 議 会 議 長90,229

議 会 費公 営 事 業 の 状 況 議 会 副 議 長 H27.8.1 384,000

目 的 別 歳 出639,000

- 区 分

上 水 道 1,205,077 15,277 8

事業名
法適
用の
有無

収 支 額
普通会計か
らの繰入額

議 会 議 員

(R6.4.1)

H27.8.1職員数

商 工 費

農林水産業費

300,333

294,866

被 保 険 者 数

一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

1,722,214国 民 健 康 保 険 59,007 345,339 8

635,475千円

市 税下 水 道 162,292 299,223 6 59,007千円

病 院 0 2,089,063 3

361,000

国保会計の状況

労 働 費

総 務 費

衛 生 費

民 生 費

地 方 債

う
ち

県 支 出 金

使 用 料 28,930

手 数 料 -

うち人件費

財 産 収 入

うち臨時財政対策債 -

内
 
 

訳

普通建設事業

繰 入 金 - 災害復旧事業

-国 庫 支 出 金

後期高齢者医療 27,418 564,851 3

介 護 保 険 293,166 635,475 15

消 防 費159,294円

土 木 費6,561人 内
訳

1,397,399

324,815

教 育 費109,158円

軽 自 動 車 税 124,693 災 害 復 旧 費適 用 税 率 の 状 況 550,096円

被保険者一人当り保険税調定額

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

※上水道事業、下水道事業及び病院事業の「収支額」欄は、資金剰余額（プラスの場合）又は資金
不足額（マイナスの場合）を記載

公 債 費個人均等割 3,500円

法 　人
均等割
千　 円

1号   50千円 2号 120千円 徴 収 率

特別土 地保 有税 諸 支 出 金個人所得割 6.00％ 3号 130千円 4号 150千円 区 分 現年課税％ 滞納繰越％

都市計画税 0.20％ 7号 410千円 8号 1,750千円

固定資産税 1.40％ 5号 160千円 6号 400千円

98.6

合 計市 民 税 98.8 18.8

内
訳市 税 合 計

目 的 税

15.5
経常収支比率

　　92.9％

経常経費充当一般財源
 9,060,442
 9,755,610

歳入経常一般財源等

※減収補填債特例分、臨時財政対策債を
経常一般財源等より除いた経常収支比率法 人 税 割 6.00％ 9号 3,000千円 98.8

合 計

固 定 資 産 税 14.1

市 長 H28.11.1

固 定 資 産 税

4,496世帯

区 分

合 計

諸 収 入

内
訳

H27.8.1

市 民 税

市 た ば こ 税

区 分 適用開始年月日

収 支 額

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金

加 入 世 帯 数

4,287,455

248,000

2,192,548

基準税額×100/75

9,728,895

15,328

15,328

-

9,669,197小 計

2,827交通安全対策特別交付金

-分担金・負担金

-

寄 附 金 -

12,613


